
    

「「「「地域資源を活用した農林漁業者地域資源を活用した農林漁業者地域資源を活用した農林漁業者地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域等による新事業の創出等及び地域等による新事業の創出等及び地域等による新事業の創出等及び地域

の農林水産物の利用促進に関する法律」第の農林水産物の利用促進に関する法律」第の農林水産物の利用促進に関する法律」第の農林水産物の利用促進に関する法律」第 5555 条第条第条第条第 8888 項に規定する項に規定する項に規定する項に規定する「「「「総総総総

合化事業計画合化事業計画合化事業計画合化事業計画」」」」の認定に係る同意に関する基準（の認定に係る同意に関する基準（の認定に係る同意に関する基準（の認定に係る同意に関する基準（大分市大分市大分市大分市同意基準）同意基準）同意基準）同意基準）    

 

地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産

物の利用促進に関する法律（平成２２年法律第６７号。以下「六次産業化法」

という。）第 5 条第 8 項の規定に基づき、農林水産大臣から市長に対し、本市の

市街化調整区域内における総合化事業計画の認定に係る協議があった際は、同

計画に記載の予定建築物が関係法令及び次に掲げる基準に適合するものに限り

同意するものとする。 

 

１）都市計画法に基づく開発許可、建築許可申請者等 

 ①都市計画法に基づく開発許可、建築許可申請者は、総合化事業計画認定申

請者と同一者であること。 

 ②六次産業化法第５条第１項に規定する総合化事業計画が農林水産省九州農

政局と協議・調整がなされており、認定の見込みが確実であること。 

 ③総合化事業計画は、本市の農林水産漁業に係る諸計画に整合したものであ

り、本市の農林水産部局と協議・調整がなされたものであること。 

 

２）予定建築物等 

 ①総合化事業計画の予定建築物は、地域資源を活用した農林漁業者等による

新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律施行令（平

成２３年政令第１５号）第２条に規定する農林水産物等の販売施設並びに

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項第２号及び第３

４条各号並びに都市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号）第３６条

第１項第３号に該当するものであること。 

 ②農林水産物等の販売施設の規模等は、平成２３年２月２８日付け農林水産

省・国土交通省告示第１号第２条第３号及び第４号の規定に適合すること。 

 ③予定建築物の立地に伴い、新たな
※

公共施設整備を伴わないこと。 

 ※公共施設（都市計画法第４条）道路、公園、下水道等 

 

３）その他 

  都市計画法に基づく開発行為及び建築行為の許可申請については、同法の

許可基準に従うこと。 

 

（施行期日） 

  この基準は、平成２９年 ７月 １日から施行する。 

 


